
 

 新型コロナウィルスの新規感染者数も落ち着きはじ

め、日常生活が戻りつつあります。これから暑さが厳

しくなる季節、マスクを外して生活できる状況が早く到

来することを願っています。体調管理に気をつけてお過ごしください。 

 第90号では、消費税のインボイス制度関連について取り上げました。内容

に関するご質問・ご要望等ございましたら、遠慮なくお問い合わせ下さい。 

ＨＰ上の「お役立ち情報」も更新していますので、是非ご覧ください。         

              公認会計士・税理士・AFP・ＩＴ コーディネータ    中村   元彦 

公認会計士・税理士・AFP・社会保険労務士 中村友理香 
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＜インボイス発行事業

者の登録に関する経過

措置適用期間の延長＞ 
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消費税の改正について 

 令和4年度税制改正の中から消費税に関係する内容及び最近改正されたインボイスＱ＆Ａについて取

り上げます。 

  

 

 免税事業者が、令和5年10月１日の属する課税期間中に適格請求書発行事業者の登録を受けた場合

は、登録を受けた日から適格請求書発行事業者となることができる経過措置が設けられていますが、当

該経過措置の適用期間が延長され、令和11年9月30日までの日の属する課税期間においても、登録を受

けた日から適格請求書発行事業者となることができることとされました。 ＜出典：消費税法改正のお知らせ＞ 

 

 

税理士法人 舞 
中村公認会計士事務所 

たっくすニュースフラッシュ 

２０２２年６月 

夏号  第９０号 

（法人様向け） 

税務をみなさまの身近な存在に 

ハイライト： 

・インボイス（適格請求書）制度について取り上げます。 

インボイス発行事業者の登録に関する経過措置適用期間の延長(̂_̂) 

適格請求書発行事業者

（課税事業者）



  
 国税庁ＨＰで公表されている「消費税の仕入税額控除制度における適格請求書等保存方式に関するQ&A」です
が、令和4年4月に改訂と追加が行われました。その中からいくつかご紹介します。 

Ｑ 家賃を口座振込（振替）で支払っている場合、毎月請求書や領収書を受け取っていませんが、どのように対応す

ればよいですか 

Ａ 適格請求書の記載事項の一部が記載された契約書＋通帳（振込金受取書）を保存することで、仕入税額控除の

要件を満たすことが可能です。なお、令和5年9月30日以前からの契約で、契約書に登録番号等の適格請求書として

必要な事項の記載が不足している場合には、別途記載が不足している事項の通知を受け、契約書とともに保存して

いれば差し支えありません。 

Ｑ 請求書の端数を値引く場合の請求書の記載はどうすればよいですか。 

Ａ 左記のように売上げに係る対価の返還

として処理するケースや、課税資産の譲渡

等の対価の額から直接減額して処理する

ケースがあります。 

 直接減額の場合で複数税率の際は、税抜

価額の比で値引き分を按分する方法及び

いずれか一方の税率のみから値引きを

行ったとし

て処理して

も構いませ

ん。 

  

 

 

＊記載中の内容についてご質問がある場合にはお気軽にお問い合わせ下さい。 

 nakamura-cpa@jcom.home.ne.jp 

 nakamura-cpa@tkcnf.or.jp 

（東京事務所） 

港区南青山 2-2-15-1025  

電話   ０３－３７４６－１７５０ 

（埼玉事務所） 

さいたま市浦和区岸町7-1-4 

細田屋ビル 

電話    ０４８－８１６－６１８０ 

 Ｆax    ０４８－８３４－１５９４ 

税理士法人 舞 
中村公認会計士事務所 

 

 なお、上記経過措置の適用を受けて適格請求書発行事業者となった場合、登録を受けた日から2年を

経過する日の属する課税期間の末日までは、免税事業者となることはできません（登録を受けた日が令

和5年10 月1日の属する課税期間中である場合を除く。） 

 

 

 

インボイスＱ＆Ａの追加・改正 

 
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞもご覧下さい。お役立ち情報を更新しています！ 

https://my-naka.com/ 

例えば、令和6年2月にインボイス発行事業者の登録を受け、令和7年9月に取消届出書

を提出した12月決算法人の場合、令和6年度の課税売上が1千万円を下回っていたとし

ても、令和8年度は課税事業者となります。再び免税事業者となれるのは、早くても令和9

年以降です。 

免税

令和5年

免税事業者
適格請求書発行事業者

（課税事業者）
適格請求書発行事業者

（課税事業者）
課税事業者

令和6年 令和7年 令和8年

事 業 者 免 税 点 制 度 の 適 用 制 限 期 間

登録
取消届出書

提出

登録から

2年経過日
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